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(2) 学校の在り方に係る市の検討状況について

１ 背景・目的

本市では「筑西市公共施設等総合管理計画」（Ｈ27.3策定、Ｒ7.3

改訂）に基づき、安心・安全で持続的な市民サービスの提供を目指し

て、「これからの４０年」を見据えた公共施設等のマネジメントに取

り組んでいる。

また、学校施設については、「筑西市小中一貫教育及び学校の適正

規模・適正配置の基本方針」（Ｈ27.7策定、Ｒ6.1改訂）に基づき、

より良い教育環境の整備を目指しつつ、全ての学校が適正規模となる

よう適正配置の検討を進めている。

２ これまでの検討の流れ

(1) 平成２７年度

① 基本方針の策定（Ｈ27.7.17）

市長・教育長・教育委員による「総合教育会議」を開催し、「筑西市の小中一貫

教育及び学校の適正規模・適正配置の基本方針」を策定。

〇 小中一貫教育については、積極的に推進し、全ての中学校区で義務教育学校

（施設一体型）の設置を目指すものとする。

〇 本市の学校の適正規模を、「小学校は、クラス替えが可能な１２学級以上」、

「中学校は、全ての教科担任が配置可能な９学級以上」と定める。

② 「筑西市学校の在り方検討委員会」の設置。本市の学校の在り方について諮問。

③ 第１回目の答申（Ｈ28.2.29）

〇 平成２８年度に導入する小中一貫教育モデル校は、明野中学校区とする。
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(2) 平成２８年度

① 学校の在り方に関するアンケート調査実施

② 第2回目の答申（Ｈ29.2.13）

【今後１０年間で特に取り組むべきこと】

〇 下館北中学校区においては、今後の児童・生徒数の激減が見込まれることから、

望ましい教育環境が見込める義務教育学校（施設一体型）の設置、あるいは、下館

北中学校と下館中学校との統合の検討を開始すること。

〇 明野中学校区においては、小中一貫教育モデル校としての実践を生かし、さらに、

望ましい教育環境が見込める義務教育学校（施設一体型）の設置について検討を開

始すること。

(3) 平成２９年度

下館北中と下館中学校の統合及び明野中学校区における義務教育学校の設置に関する

課題の検討

(4) 平成３０年度

「学校の在り方」明野地区協議会 →「義務教育学校・明野地区準備委員会」の設置

(5) 令和元年度

「学校の在り方」下館北中学校区保護者協議会の設立

(6) 令和２年度

筑西市学校設置条例の改正（下館北中及び下館中学校の統合、明野五葉学園の開校）

(7) 令和３年度

明野五葉学園整備工事の着工（令和３～５年度）

(8) 令和４年度

① 学校の在り方に関するアンケート調査（２回目）実施

② 「明野五葉学園整備後の学校の適正配置の取組」について諮問
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(9) 令和５年度

① 下館北中及び下館中学校の統合

② 第３回目の答申（Ｒ５.９.26）

【今後５年間で特に取り組むべきこと】

〇 協和中学校区においては、今後の児童生徒数の減少が見込まれることから、望ま

しい教育環境が見込める義務教育学校（施設一体型）の設置、又は小学校の統合に

よる学校の適正配置の検討を開始すること。

③ 基本方針の改訂（Ｒ６.１改訂）

全ての中学校区で義務教育学校の設置を目指しつつ、次の文言を追加。

ただし、将来的に義務教育学校（施設一体型）の設置を目指す過程において、学校

の適正規模を満たさない小学校については、その必要性に応じて他の小学校との統合

を経るものとする。

(10) 令和６年度

① 明野五葉学園の開校

② 「学校の在り方」協和地区協議会 →「義務教育学校・協和地区準備委員会」の設置

３ 市の検討体制

※ワーキングチーム：施設類型ごとに、部局横断的に公共施設の適正配置を具体的に検討する。

公共施設マネジメント推進委員会

副市長及び関係部長（所管課：管財課）

ワーキングチーム【学校】

◎義務教育学校整備課・学務課・指導課

【集会施設・文化施設】 【保健・福祉施設】
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４ 令和７年度の検討状況

① 協和地区義務教育学校の整備
② 残る４つの義務教育学校の整備スケジュール
③ 義務教育学校への移行過程における小小統合

協議案件

協 議 事 項会 議 等年 月 日

残る４つの義務教育学校整備について
（意見提出）

第１回ワーキングチーム会議Ｒ７． ９．２６

学校の適正配置についての意見とりまとめ第２回ワーキングチーム会議１１．１３

ワーキングチームの検討状況について、
教育委員会へ報告

ワーキングチーム検討報告１２．１６

ワーキングチーム検討報告書（案）について第３回ワーキングチーム会議Ｒ８． １． ７

ワーキングチームの検討結果を報告公共施設マネジメント推進委員会２．１６

５ ワーキングチームの検討

(1) 将来の児童生徒数（推計）

2020年国勢調査に基づくデータ
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(2050)(2045)(2040)(2035)(2030)(2025)(2020)

67,20773,00678,90284,75690,47595,963100,753市の総⼈⼝（⼈）

▲ 30.0▲ 23.9▲ 17.8▲ 11.7▲ 5.7ー5.0 総⼈⼝の減少率（％）

3,7014,0714,3544,6665,5637,0488,052５〜14歳の⼈⼝
（⼈）

▲ 47.5▲ 42.2▲ 38.2▲ 33.8▲ 21.1ー14.2 上記の減少率（％）

出典：国立社会保障・人口問題研究所
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(2) 学校施設の老朽化

※協和中学校区の小学校を除く
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出典：筑西市学校施設長寿命化計画

(3) その他の課題

① 複式学級の解消

河間小学校・嘉田生崎小学校 ⇒ 令和７年度から開始

伊讃小学校 ⇒ 令和１１年度から開始（見込み）

※ 複式学級とは・・・２つ以上の学年を１つの教室に編成した学級のこと。１人

の教師が複数学年の指導内容を同時に教える必要がある。

② 小中一貫教育の成果の検証

明野五葉学園で検証アンケートを実施中（令和６～８年度は資料の収集期間）

③ 学校建設及びスクールバス運行にかかる財政負担の軽減

【参考】明野地区義務教育学校整備事業 ⇒約３９億円（Ｒ元～５決算額）

スクールバス運行事業（下中・明野）⇒ 約２億円（Ｒ６決算額）

④ 将来的な社会情勢の不透明さへの対応

不登校児童生徒の増加、オンライン教育の拡大、教員の不足 等
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６ ワーキングチームの検討結果

(1) 今後の検討についての提案①

提案理由 ：

河間小学校及び嘉田生崎小学校においては、児童数の減少により複式学級が開

始され、教育上望ましくない環境となっている。

残り４つの中学校区で、義務教育学校を一斉に整備（複数の中学校区で同時に

整備）するには予算や人員の確保が難しく、また、義務教育学校の設置には相当

の時間がかかり、当事者（保護者）の子どもが卒業を迎えてしまう場合がある。

さらに、指定校変更を申請する保護者が増え、今後も児童数減少の恐れがある。

☞ 複式学級の解消を目指し、早急に統合の検討を開始する

こととし、令和８年度に保護者アンケートを実施する。

(2) 今後の検討についての提案②

提案理由 ：

児童生徒数の減少によって、残る４つの中学校区に義務教育学校を整備しても

「適正規模を満たさない」可能性がある。

そのため、平成２７年の策定から１０年以上が経過した基本方針については、

現在、実施している「小中一貫教育の成果の検証」を踏まえ、将来的な人口動態

や社会情勢の変化を見据えた再検討が必要ではないか。

☞ 今後の学校の在り方については、改めて、学校の在り方

検討委員会において慎重に検討する。（今後、教育委員会

から諮問を受ける。）
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参考（関係組織のイメージ）

児童生徒
(保護者)

学校の在り方
検討委員会

市（教育
委員会）

公共施設マ
ネジメント
推進委員会

「筑⻄市小中⼀貫教育及び学校の適正規模・適正配置の基本⽅針」（H27策定、R6改訂）

諮問
市議会答申

議案上程

審議議決

地区協議会等
(準備委員会・
保護者協議会)

代表参加
検討依頼

検討報告

アンケート実施・回答




